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7 広報みはら 平成 24 年 12 月号

�問い合わせ先

年末・年始  市の業務

市
議
会
定
例
会
の

日
程（
予
定
）

年末・年始の休業期間は、次のとおりです。
　　が休みです。

施　設　名
12月 １月

28日
（金）

29日
（土）

30日
（日）

31日
（月）

１日
（火）

２日
（水）

３日
（木）

４日
（金）

市役所本庁、各支所、市役所本庁の自動交付機（注１）
サン・シープラザ
テレワーク体験室（サン・シープラザ３階）
本郷・久井・大和保健福祉センター
芸術文化センター ポポロ
児童館
市民福祉会館
リージョンプラザ
ゆめきゃりあセンター
各人権文化センター
中央図書館、本郷図書館、久井図書館、大和図書館
歴史民俗資料館、久井歴史民俗資料館
中央公民館、各コミュニティセンター、各公民館
地域学習センター（さざなみ学校）
本郷生涯学習センター
くい文化センター
大和文化センター
三原運動公園 年末・年始も開園します（注２）
久井運動公園
白竜湖スポーツ村公園
本郷体育センター
北方グラウンド・ゴルフ場 無料開放
清掃工場、不燃物処理工場（注３） ★
ストックヤード（清掃工場内）
エコワイズセンター（久井地域・注３）
し尿の収集（注４）
斎場（三原市斎場・本郷斎場・やすらぎ苑・西和苑）
注１　出生、死亡、婚姻など戸籍の届け出や埋火葬、斎場の申請などは、上記期間に関わらず市役所本庁地下
１階、または各支所の警備室で受け付けます。

注２　30日（日）〜１月３日（木）の間は、開園時間が８時〜17時（通常は21時）となります。
注３　★31日（月）の開場時間は12時までです。
　　　ごみの収集は、各地域のかんきょうカレンダーに従ってください。問い合わせは、環境管理課（☎0848・
63・1210）へ。

注４　緊急のし尿の収集は、浄化場（☎0848・66・0405）へ連絡してください。

　
次
の
日
程
で
、
市
議
会
の
12
月
定
例
会
が

開
催
さ
れ
ま
す
。

　
市
議
会
は
公
開
し
て
い
ま
す
。
傍
聴
の
受

け
付
け
は
、
会
議
当
日
、
議
会
事
務
局
で
行

い
ま
す
。

定
員　
本
会
議
＝
45
人

　
　
　
各
委
員
会
＝
５
人
程
度

※
い
ず
れ
も
定
員
を
超
え
た
場
合
は
、
入
場

で
き
な
い
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

問
議
会
事
務
局

　
☎
０
８
４
８・67・６
１
３
７

　
�℻ 

０
８
４
８・63・４
５
４
５

と　　き 内　　容
３日（月）

10時〜

本会議：開会
５日（水）

本会議：一般質問
６日（木）
７日（金） 本会議：一般質問（予備日）
10日（月）

〜

13日（木）
常任委員会

14日（金） 補正予算特別委員会
18日（火） 14時〜 本会議：閉会
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平
成
23
年
度
の
決
算
と
平
成
24
年
度
予
算
の
執
行
状
況

　
一
般
会
計・
特
別
会
計
と
も
黒
字
で

決
算
し
て
い
ま
す
。

 
平
成
23
年
度
の
決
算

平
成
24
年
度
予
算

上
半
期（
４
月
〜
９
月
）

の
執
行
状
況

収　入 支　出 収　支 翌年度への
繰越額
（D）

実質収支

（A） （B） （C=A－B） （C－D）

一般会計 443億円 432億円 11億円 5億円 6億円

特別会計 259億円 255億円 4億円 0億円 4億円

合　計 702億円 687億円 15億円 5億円 10億円

●平成23年度　決算の状況

●平成23年度に実施した主な事業

●財政数値の変化－合併当時との比較－

貯金（基金）残高の推移

一般会計
収　入
443億円

依存
 財源
  241
　億円
　 54.4％

自主財源
　　202
　　　億円
　　　45.6％

地方譲与税ほか 20億円 4.5％
県支出金
28億円
6.3％

国庫支出金
51億円
11.5％

地方
交付税
　99億円
　22.4％

市債
43億円
9.7％

繰入金 4億円 0.9％ 繰越金 9億円 2.0％

使用料ほか
19億円 4.3％

諸収入
21億円
4.7％

市税
  149億円
　　33.7％

一般会計
支　出
432億円

積立金、出資金及び貸付金
22億円　5.1％
補助金 22億円
5.1％

他事業
支援金
47億円
10.9％

建設費
49億円
11.3％

管理費
54億円
12.5％ 福祉医療費

76億円
17.6％

借入返済金
77億円
17.8％

人件費
85億円
19.7％

平成24年
９月30日現在

予算額 収　入 支　出
（A） 金額（B） 割合（B／ A） 金額（C） 割合（C／A）

一般会計 491億円 199億円 40.5％ 174億円 35.4％
特別会計 279億円 89億円 31.9％ 107億円 38.4％
合　計 770億円 288億円 37.4％ 281億円 36.5％

水道事業
収　益
（A）

費　用
（B）

純利益
（C＝A－B）

12億円 11億円 1億円

問
財
政
課　

　
☎
０
８
４
８・67・６
０
２
８

　
■℻ 

０
８
４
８・67・６
１
９
９

　平成23年度に実施した主な事業とその決算額を紹介します。
・道の駅の整備....................................................4億3,106万円
・ 東部共同調理場の建設......................................4億3,295万円
・くい診療所の整備...................................................8,091万円
・ 予防接種事業（日本脳炎、肺炎球菌、子宮頸がんなど）
   ........................................................................2億5,692万円
・ 汚泥再生処理センターの整備..............................1億427万円
・ 公共下水道事業..............................................14億9,964万円
・ 土地区画整理事業（東本通地区）............................3億92万円

※使用料ほか…手数料、分担金、負担金、寄附金、財産収入を含む。
※地方譲与税ほか…地方消費税交付金、地方特例交付金などを含む。

▲道の駅「みはら神明の里」（糸崎四丁目）

▲東部共同調理場（糸崎九丁目）

▲くい診療所（久井町江木）

貯金（基金）残高の推移

借入金（市債）残高の推移

3億円
19億円

7億円

34億円

20億円

21億円

19億円

6億円

32億円

19億円

20億円

19億円

6億円

32億円

19億円

20億円

18億円

6億円

30億円

16億円

18億円

18億円

6億円

30億円

16億円

23億円

17億円
6億円

30億円

14億円

26億円

17億円
3億円

30億円

14億円

38億円

0円

20億円

40億円

60億円

80億円

100億円

H23

17億円

6億円

30億円

14億円

30億円

H22H21H20H19H18H17H16

101億円
96億円 96億円

88億円
93億円 93億円

102億円
97億円

0円

200億円

400億円

600億円

H23H22H21H20H19H18H17H16

61億円 74億円 85億円 93億円 100億円 112億円 146億円

607億円 597億円 578億円 579億円 554億円 521億円 485億円

134億円

518億円

668億円 671億円 663億円 672億円 654億円 633億円 631億円652億円

　市民一人当たりに換算する
と、約10万円の貯金残高です。

その他の基金
職員退職手当基金（職員の退職
金支払いのためのもの）
大規模事業基金（大規模な施設
整備を行うためのもの）
減債基金（借入金を返済するた
めのもの）
財政調整基金（赤字となった時
に補えるよう備えているもの）

　市民一人当たりに換算す
ると、約63万円の借入金残
高ですが、実質の負担は約
23万円です。

　ＪＲ本郷駅や芸術文化センター ポポロの建設に大規模事業基金を取り崩しましたが、合併当時と比べると、
基金全体では１億円増加しました。

※１建設事業債…学校や道路などの整備時に借り入れるもので、返済額の約50％を国が負担します。
※２臨時財政対策債…国に代わって市が立て替えて借り入れを行うものです。返済は100％国が負担します。

　借入金（市債）と貯金（基金）の残高について、合併当時との数値を比較します。
※会計は普通会計。人口は9万9,636人で計算しています。

借入金（市債）残高の推移
　合併当時と比べると、建設事業債残高は122億円減少しました。しかし、臨時財政対策債が85億円増加した
ため、全体では37億円の減少となっています。
　また、平成23年度の建設事業債残高485億円のうち、253億円は国が負担することになっているので、市の
実質負担は、232億円です。

臨時財政対策債（※２）

建設事業債（※１）
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　市職員の給与などは、地方自治法と地方公務員法
に基づく、市の条例や規則で定められています。給
与などについて、その主な内容をお知らせします。

１　特別職の給料など

※職員数は、職務区分による一般行政職の人数。（税
務職43人、看護・保健職29人、福祉職70人、消防職
159人、企業職43人、技能労務職51人、幼稚園教諭
38人、指導主事9人を除く）

２　職員の給与（平成23年度一般会計決算）

３　職員の平均給料月額と平均年齢

７　手当の状況

８　職員の定員
　

※職員数は、全職員数（休職者や派遣職員などを含
む）で、臨時・非常勤職員は除きます。

４　職員の初任給

５　職員の経験年数別・学歴別の平均給料月額

６　一般行政職の級別職員数（合計497人）

※職員一人当たりの平均給与費は、年額約600万円
です。
※給与費とは、人件費のうち、職員の給料や手当に
あたる部分です。

※市長・副市長は４月１日〜来年３月31日の間、給
料の一部を削減しています。

給  料 ・ 報  酬
期  末  手  当

6月期 12月期 合計

特
別
職

市　長 給　料  848,700円
　　　（10％削減額）

1.90
　月分

2.05
　月分

3.95
　月分

副市長 　〃　  706,800円 
　　　（５％削減額）

議
　
員

議　長 報　酬  530,000円
副議長 　〃　  475,000円
議　員 　〃　  428,000円

問職員課　
　☎0848・67・6024　�℻ 0848・64・7101

給与の
決算額

52億6,844
万円

    期末勤勉手当
  12億537万
    5千円
（22.9%）
職員手当
6億7,206
  万円
  （12.7%）

給料
33億9,100万5千円
（64.4%）

一  般  行  政  職
平均給料月額 平 均 年 齢

三原市 324,194円 41.8歳
国 329,917円 42.8歳

三　原　市 国

期
末
勤
勉
手
当

６月期 12月期 ６月期 12月期
期　末 1.225月分 1.375月分 1.225月分 1.375月分
勤　勉 0.675月分 0.675月分 0.675月分 0.675月分
合　計 1.90月分 2.05月分 1.90月分 2.05月分

※職制上の段階や級などによる加算措置あ
り。

退
　
職
　
手
　
当

自己都合 勧　奨 自己都合 勧　奨
勤続20年 23.5月分 30.55月分 23.5月分 30.55月分
勤続25年 33.5月分 41.34月分 33.5月分 41.34月分
勤続35年 47.5月分 59.28月分 47.5月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分 59.28月分 59.28月分
退職時の
加算など

※勤続25年以上で、定年前早期勧奨退職特
例措置として上記率に2 〜20％を加算。

部　門
職員数（人） 対前年比

（人）平成24年 平成23年

一般行政
部　門

議　会 7 7 0
総　務 161 165 △ 4
税　務 43 43 0
民　生 155 158 △ 3
衛　生 73 98 △25
農　水 29 30 △ 1
商　工 15 15 0
土　木 96 100 △ 4
小　計 579 616 △37

特別行政
部　門

教　育 126 127 △ 1
消　防 161 162 △ 1
小　計 287 289 △ 2

普通会計　 計 866 905 △39

公営企業
部門など

水　道 43 47 △ 4
その他 30 30 0
小　計 73 77 △ 4

合　計 939 982 △43

内　　　容
国の
制度
との
異同

国の制度と
異なる内容

扶
　
養
　
手
　
当

●配偶者　 13,000円

●扶養親族
　配偶者（有）の場合
　　1人目　 6,500円
　　2人目　 6,500円
　　3人目以降
　　　　　   6,500円
　配偶者（無）の場合
　　1人目  11,000円
　　2人目　 6,500円
　　3人目以降
　　　　　   6,500円
※16～22歳は、それぞ
れ5,000円を加算。

同
じ

住
　
居
　
手
　
当

●持ち家の場合
新築・購入後の年数に
関わらず
　　　　　   3,300円

●借家・借間の場合
　　　 27,000円以内

一
部
国
と
異
な
る

●持ち家の場合
　　　　　　　  0円

　

　

通
　
勤
　
手
　
当

●交通機関利用者
負担額が55,000円以下
　　　　　   実負担額
　 〃  　55,001円以上
　　　　　 55,000円

●交通用具使用者
距離により
 2,900円～24,500円

一
部
国
と
異
な
る ●交通用具使用者

距離により
 2,000円～24,500円

内　　　　　　　　容

特
殊
勤
務
手
当（
平
成
23
年
度
）

手当を受けている職員の割合 19.1％

支給対象職員一人当たりの平均
支 給 年 額 26,667円

手  当  の  種  類 9種類

時 

間 

外 

勤 

務 

手 

当

平成23年度
支 給 総 額 3億4,587万3千円

職員一人当たりの
支 給 年 額 42万7千円

平成22年度
支 給 総 額 3億7,329万4千円

職員一人当たりの
支 給 年 額 43万5千円

三  原  市 国

一般行政職
大学卒（上級） 185,800円 185,800円

大学卒 178,800円 172,200円
高校卒 149,800円 140,100円

経  験  年  数
10 ～14年 15 ～19年 20 ～24年

一　般
行政職

大学卒 275,800円 319,000円 364,200円
高校卒 259,100円 289,100円 319,200円

0

50

100

150

200

１級

（人）

２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

主事
技師

主事
技師

主任
主任主事
主任技師

主査
専門員

課長補佐
係長

次長
課長

参事
部長

49人
（9.9%）34人（6.8%）

202人
（40.6%）

39人
（7.9%）

113人
（22.7%）

51人
（10.3%）9人

（1.8%）

お知らせします
市職員の給与など
お知らせします
市職員の給与など

平成24年４月１日現在
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保育所（園）の入所申し込み
を受け付けます

施
行
か
ら
１
年
が
経
過 

男
女
共
同
参
画
推
進
条
例

　
男
女
が
性
別
に
関
わ
り
な
く
、
個
性
と
能
力
を
十
分
に
発
揮
で
き
る
社
会
―
。
あ
ら
ゆ
る
分

野
に
お
い
て
こ
の
こ
と
が
実
現
で
き
る
よ
う
、
昨
年
10
月
に
、
男
女
共
同
参
画
推
進
条
例
を
施

行
し
ま
し
た
。

　
今
月
号
で
は
、
条
例
の
施
行
か
ら
１
年
が
経
過
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
こ
れ
ま
で
に
取
り
組

ん
で
き
た
こ
と
な
ど
、
改
め
て
男
女
共
同
参
画
に
つ
い
て
触
れ
る
こ
と
と
し
ま
す
。

　
市
で
は
昨
年
、男
女
共
同
参
画
に
つ
い
て
、

市
民
の
皆
さ
ん
の
意
識
調
査
を
実
施
し
ま
し

た
。
以
下
に
、
そ
の
結
果
の
一
部
を
紹
介
し

ま
す
。

 

多
く
の
面
で
感
じ
る
男
性
優
遇（
図
１
）

　
社
会
生
活
に
お
け
る
男
女
の
地
位
の
平
等

感
に
つ
い
て
尋
ね
た
と
こ
ろ
、
さ
ま
ざ
ま
な

面
で〝
男
性
優
遇
〞と
感
じ
て
い
る
人
が
多
い

こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

 

男
女
共
同
参
画
実
現
に
望
む
施
策（
図
２
）

　
男
女
共
同
参
画
を
進
め
る
た
め
に
、
市
民

の
皆
さ
ん
が
求
め
て
い
る
施
策
を
尋
ね
た
と

こ
ろ
、「
子
育
て・
介
護
に
関
す
る
多
様
な
支

援
」や「
就
労
機
会
や
就
労
環
境
の
整
備
」、

「
慣
習
の
見
直
し
や
啓
発
」な
ど
を
望
む
声
が

多
く
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。

 

男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン
の
策
定

　
市
で
は
、
条
例
に
基
づ
く
審
議
会
を
設
置

し
、
合
計
５
回
の
会
議
を
経
て
、
今
年
３
月

に
男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン（
第
２
次
）を
策
定

し
ま
し
た
。

　
こ
の
プ
ラ
ン
で
は
、「
認
め
あ
い 

共
に
歩
も

う 

多
幸
の
ま
ち
」を
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
、
人
づ

く
り・環
境
づ
く
り・社
会
づ
く
り
の
基
本
目

標
を
掲
げ
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
を
市
民
の
皆

さ
ん
や
事
業
者
の
皆
さ
ん
な
ど
と
計
画
的
に

展
開
し
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

 
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
人
材
育
成

　
市
で
は
、
男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン（
第
２

次
）に
掲
げ
た
重
点
事
業
の
一
つ
と
し
て
、市

民
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
を
図
る
た
め
、
女
性
を

対
象
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
９
月
27
日
〜
10
月
25
日
の
毎
週
木
曜
日
に

合
計
５
回
開
催
し
、修
了
者（
３
回
以
上
の
受

講
者
）を
市
の
審
議
会
や
委
員
会
の
女
性
委

員
登
用
候
補
者
と
し
て
登
録
を
依
頼
し
ま
し

た
。

　
皆
さ
ん
も
そ
れ
ぞ
れ
の
生
活
を
振
り
返
り
、

で
き
る
こ
と
か
ら
始
め
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

対　象　次の①②を満たす人　
　①市内在住で、来年４月から新しく入所を希望する人
　②仕事や介護などで家庭保育が困難な人
※大和認定こども園（短時間利用）は①を満たす人。
※延長保育は、別途利用料が必要です。
申 し込み　申込用紙（子育て支援課、各支所、各保育所・園
に用意）を子育て支援課または各支所の地域振興課へ

保  育  所（園） 所　在　地 定員 保育時間 延長保育 対　象 そ  の  他

公
　
立

宮沖保育所 宮沖五丁目5番1号 150人

7：30～
18：00 無 6カ月～ －

糸崎保育所 糸崎三丁目5番1号 45人
幸崎保育所 幸崎能地三丁目14番1号 35人
和田保育所 和田二丁目19番12号 45人
中之町保育所 中之町一丁目4番12号 50人
高坂保育所 高坂町真良2153番地 30人
長谷保育所 長谷一丁目5番21号 60人
宗郷保育所 宗郷四丁目8番19号 60人
本郷保育所 本郷南五丁目8番1号 90人 7：00～

18：00 19：00まで 6カ月～本郷ひまわり保育所 下北方一丁目8番1号 120人 一時預かり
久井保育所 久井町下津1445番地2 60人 7：30～

18：00 無 11カ月～ ̶羽倉保育所 久井町羽倉1341番地3 60人
大和認定こども園
（長時間利用  月～土曜日） 大和町下徳良697番地2

135人 7：30～
18：00 19：00まで 6カ月～

一時預かり大和認定こども園
（短時間利用  月～金曜日） 30人 8：30～

14：00 無 3歳～

私
　
立

聖心保育園 東町三丁目13番6号 120人

7：00～
18：00

19：00まで 4カ月～ 一時預かり
桂香保育所 本町三丁目26番1号 90人 19：30まで 3カ月～ ̶
愛光園保育所 館町二丁目2番12号 90人 病後児保育、休日保育
紅梅保育所 西野三丁目8番18号 140人 19：00まで 生後8週～ 一時預かりさくら保育園 宮浦六丁目21番12号 120人 19：30まで
あさかぜ保育園 沼田東町片島249番地3 70人 19：30まで 生後9週～
さんさんみなと保育園 港町一丁目6番6号 コウサキビル2階 60人 7：00～

18：00
20：00まで

4カ月～
̶

あやめが丘保育園 沼田西町惣定66番地308 60人 19：00まで 一時預かり
さんさんまりん保育園 港町三丁目6番29号 サンライズマリン瀬戸1・2階 60人 20：00まで ̶

※港町保育所は、来年３月31日で閉所します。

受 付期間　3日（月）～21日（金）

 平成25年度固定資産税

　土地・家屋以外の事業用資産（償却資産）は、申告が
義務付けられています。申告漏れや誤りのないよう
確認してください。（今月中に申告書が届かない人は
連絡してください）
申 告期間　来年１月４日（金）～31日（木）（土・日曜
日、祝日を除く）８時30分～17時15分
提出先　資産税課または各支所の地域振興課
対象となる償却資産
・ 法人税や所得税の損金、または必要経費に算入され
る減価償却資産（法人税や所得税が課税されない個
人、法人が所有するものを含む）
・ 減価償却済の資産
・ テナント入居者などが事業用として取り付けた内装
や設備
※無形償却資産や自動車税、軽自動車税の課税対象
を除く。
●償却資産の実地調査を行なっています
　申告漏れや誤りを防ぐため、市内の全事業者を対

象に実地調査を行なっています。資産台帳などの提
出や現物照合調査などをお願いすることがあります
ので協力をお願いします。
※申告漏れや誤りがあった場合、修正申告や税額更
正が過年度にさかのぼることがあります。
※虚偽の申告や不申告、調査拒否に対しては、罰則
が設けられています。

●
市
民
の
皆
さ
ん
の
意
識
と
ニ
ー
ズ

●
各
種
の
取
り
組
み
を
計
画
的
に

0 20 40 60 80 100

無回答女性優遇平等男性優遇

社会通念・慣習・
しきたりなど

政治の場

学校教育の場

職場

家庭生活

（%）

56.8

69.6

27.3

79.8

80.3 11.4
2.8
6.8

12.4
0.6
7.2

56.1
5.4
11.2

17.6

30.1 8.6

8.4

4.4

4.4

（%）

56.8

69.6

27.3

79.8

80.3 11.4
2.8
6.8

12.4
0.6
7.2

56.1
5.4
11.2

17.6

30.1 8.6

8.4

4.4

4.4

10 30 50 70

男女共同参画の視点に立った
教育や学習を進める

政策や方針決定過程への
女性の参画を拡充する

男女共同参画の視点から慣
習の見直しや啓発を進める

就労における男女機会均等
や就業環境の整備を進める

子育て・介護に関する
多様な支援を拡充する 65.2

49.4

38.8

36.4

30.7

（%）

65.2

49.4

38.8

36.4

30.7

▲ 審議会を開催しプランを策定しました

市民企画のいきいきセミナー
と　き　１月26日（土）13時30分～15時
と ころ　ゆめきゃりあセンター（館町二
丁目）
内 　容　あなたとあなたの家族におくる
乳がん検診についての講演
講 　師　広島大学原爆放射線
医科学研究所 医師　角

かど
舎
や

学
たか
行
ゆき
さん

参加費　無料

問子育て支援課（市役所本庁２階）
☎0848・67・6042

償却資産の申告を忘れずに！

問
青
少
年
女
性
課

　
☎
０
８
４
８・64・９
２
３
４

▲ 第５回人材育成セミナーで講義
を行う広島県立大学名誉教授の
野原建一さん

【例】アパートの主な償却資産は次のとおりです

問資産税課　☎0848・67・6032

図１

図２
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加入者みんなで健康を支え合う国民健康保険
　国民健康保険（国保）は、職場の健康保険などに加入していない74歳までの人が、病気やけがをしたとき、
安心して医療などを受けるための制度です。

　
表
１・
表
２
に
当
て
は
ま
る
金
額

を
超
え
て
医
療
費
を
負
担
し
て
い
る

場
合
、
申
請
に
よ
り
超
え
た
額
が
支

　
事
前
に
申
請
を
し
て
病
院
や
薬
局

の
窓
口
に〝
限
度
額
適
用
認
定
証
〟を

提
示
す
る
と
、
病
院
ご
と
で
医
療
費

の
支
払
額
が
自
己
負
担
限
度
額
ま
で

と
な
り
ま
す
。

申�

請
場
所　
保
険
医
療
課
ま
た
は
各

支
所
の
地
域
振
興
課

用
意
す
る
物　
保
険
証
、
印
鑑

給
さ
れ
ま
す
。

申�

請
場
所　
保
険
医
療
課
ま
た
は
各

支
所
の
地
域
振
興
課

用�

意
す
る
物　
保
険
証
、
印
鑑
、
領

収
書
、
通
帳

日
ま
で
の
１
カ
月
ご
と
に
計
算
を

し
ま
す
。

②�

保
険
適
用
の
部
分
が
計
算
の
対
象

で
す
。
入
院
時
の
食
事
代
や
、
そ

の
他
自
費
の
も
の
は
対
象
外
で

す
。

③�

申
請
の
時
効
は
、
原
則
、
診
療
を

受
け
た
月
か
ら
２
年
間
で
す
。

①�

病
院
に
行
っ
た
月
の
１
日
か
ら
末

　
国
保
と
介
護
保
険
で
支
払
っ
た
金

額
の
合
計
額
が
、
表
３
の
自
己
負
担

限
度
額
を
超
え
た
と
き
に
は
、
申
請

に
よ
り
超
え
た
額
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

対�

象
者　
７
月
31
日
時
点
で
国
保
の

資
格
が
あ
る
人

対�

象
期
間　
平
成
23
年
８
月
１
日
～

平
成
24
年
７
月
31
日

※
対
象
世
帯
に
は
、
来
年
１
月
ご
ろ

に
案
内
文
書
を
送
付
し
ま
す
。

※
対
象
期
間
中
に
医
療
保
険
の
種
類

が
変
わ
っ
た
人
は
、
案
内
文
書
が
届

か
な
く
て
も
支
給
対
象
に
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。
詳
し
く
は
、
保
険
医

療
課
へ
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

　
全
額
自
己
負
担
し

た
医
療
費
の
う
ち
、

次
の
①
～
③
は
申
請

に
よ
り
自
己
負
担
分

を
除
い
た
金
額
が
療
養
費
と
し
て
支

給
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

①�

保
険
証
を
持
た
ず
に
医
療
費
を
10

割
負
担
し
て
受
診
し
た
と
き

②�

医
師
が
治
療
上
必
要
と
認
め
た
コ

ル
セ
ッ
ト
な
ど
の
補
装
具
代
が
か

か
っ
た
と
き

③�

海
外
渡
航
中
に
医
療
機
関
に
か
か

っ
た
と
き

申�

請
場
所　
保
険
医
療
課
ま
た
は
各

支
所
の
地
域
振
興
課

用�

意
す
る
物　
保
険
証
、
印
鑑
、
通

帳
、
領
収
書
、
診
療
報
酬
明
細
書

（
①
ま
た
は
③
の
と
き
）、
医
師
の

診
断
書・
装
着
証
明
書（
②
の
と

き
）

※
③
の
と
き
は
、
日
本
語
に
翻
訳
し

た
領
収
書
と
診
療
報
酬
明
細
書
を
添

付
し
て
く
だ
さ
い
。

　
交
通
事
故
な
ど
、

第
三
者
の
行
為
に

よ
り
け
が
を
し
た
場

合
、そ
の
医
療
費
は

加
害
者
が
負
担
す
る
こ
と
が
原
則
で

す
。
し
か
し
、
賠
償
が
遅
れ
た
り
す

る
と
き
は
、
い
っ
た
ん
保
険
証
を
使

っ
て
医
療
機
関
に
か
か
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
そ
の
際
は
、
次
の
こ
と
に

注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

・�事
故
の
程
度
に
関
わ
ら
ず
、警
察
へ

届
け
出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

・�保
険
医
療
課
へ
連
絡
し
、“
第
三
者

行
為
に
よ
る
被
害
届
”を
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

・�相
手（
加
害
者
）か
ら
治
療
費
を
受

け
取
っ
た
り
、無
断
で
示
談
を
済
ま

せ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い
。

　
次
の
①
～
③
な
ど

の
理
由
で
、
入
院
な

ど
の
治
療
費
を
支
払

う
こ
と
が
困
難
な
場

合
、
申
請
に
よ
り
支
払
う
医
療
費
が

３
カ
月
間
軽
減
ま
た
は
免
除
さ
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
ま
ず
は
、
保
険

医
療
課
へ
相
談
し
て
く
だ
さ
い
。

①�

地
震
、火
災
な
ど
の
災
害
に
よ
り
、

心
身
や
資
産
な
ど
に
重
大
な
損
害

が
生
じ
た

②�

事
業
の
休
廃
止
ま
た
は
倒
産
に
よ

り
、
収
入
が
前
年
の
１
／
２
以
下

に
減
少
し
た

③�

干
ば
つ
、
冷
害
な
ど
に
よ
り
、
収

入
が
前
年
の
１
／
２
以
下
に
減
少

し
た

申
請
場
所　
保
険
医
療
課

用�

意
す
る
物　
保
険
証
、
前
年
の
収

入
と
今
年
の
収
入
が
分
か
る
物

（
②
③
の
と
き
）

 　

  

申
請
の
際
の
注
意
点

問
保
険
医
療
課

　
☎
０
８
４
８・67・６
０
５
０

　
�℻ 

０
８
４
８・64・２
１
３
０

区　　分 外来 ＋ 入院　〔世帯ごと〕

上位所得者
150,000円　＋　医療費が50万円を
超えた場合は、その超えた額の１％

（83,400円）

一　　般
80,100円　＋　医療費が26万7千円を

超えた場合は、その超えた額の１％
（44,400円）

市民税非課税世帯 35,400円　（24,600円）

区　　分 自己負担限度額〔年額・世帯ごと〕

70歳未満
上位所得者 126万円
一　　般 67万円

市民税非課税世帯 34万円

70 ～74歳
現役並み所得者 67万円
一　　般 56万円
低所得者Ⅱ 31万円
低所得者Ⅰ 19万円

区　分 外来〔個人ごと〕 外来 ＋ 入院　〔世帯ごと〕

現役並み所得者 44,400円
80,100円 ＋ 医療費が26万７千円を超えた

場合は、その超えた額の１％
（44,400円）

一　　般 12,000円 44,400円

低所得者Ⅱ 8,000円 24,600円

低所得者Ⅰ 8,000円 15,000円

表１　70歳未満の人の自己負担限度額（月額）表３　医療費と介護費用で合算した場合の自己負担限度額

表２　70歳～74歳の人の自己負担限度額（月額）

※70歳未満の人で、複数の領収書がある場合、①診療を受けた人②医療機関③
入院④外来⑤歯科ごとにまとめたうち、21,000円以上のものを合算すること
ができます。

※所得区分は、７月31日の医療保険の世帯区分に応じて判定し
ます。

※70歳～74歳の人は、月内の医療費を全て合算することができます。

※過去１年間で自己負担限度額に達する月が４回以上ある場合、４回目以降の
限度額は、表１・表２とも（　　）内の金額になります。

　国保では、ジェネリック（後発）医薬
品に切り替えた場合、自己負担の削
減額が大きい人へ通知をしています。
●６月分の削減効果
　切り替えた人数　2,495人
　削減された金額　448万8,931円

・�上位所得者…国保税の課税所得が６百万円を超える世帯、所得の申告をして
いない人がいる世帯
・現役並み所得者…70～74歳の人で、自己負担の割合が３割の人
・�一般…市民税が課税されている世帯に属し、「上位所得者」、「現役並み所得者」
に当てはまらない人
・�低所得者Ⅱ…世帯主と国保被保険者全員が市民税非課税の世帯に属する人（低
所得者Ⅰ以外の人）
・�低所得者Ⅰ…世帯主と国保被保険者全員が市民税非課税で、各所得が必要経
費・控除（年金の控除額は80万円）を差し引いたときに０円になる世帯に属す
る人

 

高
額
な
治
療
を

 

受
け
る
と
き
は

 

認
定
証
の
申
請
を

 

医
療
費
が

 

高
額
に
な
っ
た
ら

　
～
高
額
療
養
費
～

 

医
療
費
と
介
護
費
用
が

 

高
額
に
な
っ
た
ら

  

～
高
額
介
護
合
算
療
養
費
～

 

◆
あ
ん
な
と
き・こ
ん
な
と
き

 ジェネリック医薬品による
 医療費削減報告

 　〈用語の解説〉

国保だより

　表１～表３の区分は次のとおりです。

!医
療
費
を
全
額
自
己
負
担
し

た
と
き　
～
療
養
費
～

交
通
事
故
に
あ
っ
た
と
き　

～
第
三
者
行
為
に
よ
る
届
け
出
～

治
療
費
の
支
払
い
が
一
時
的
に
、

著
し
く
苦
し
く
な
っ
た
と
き

～
一
部
負
担
金
免
除
の
届
け
出
～
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みんなで支えています。介護保険
　介護保険は、病気などで介護や支援が必要な状態になった人が、入浴や食事、機能訓練や
看護サービスを受けながら、いつまでも住み慣れたまちで安心して生活できるよう、介護の
負担を社会全体で支え合う制度です。
　ここでは、平成23年度の介護保険事業の決算状況などをお知らせします。

︿
歳
入
﹀

　
介
護
保
険
制
度
の
運
営
は
、
半
分
を
国・県・市

の
公
費
で
、
残
り
半
分
を
40
歳
以
上
の
皆
さ
ん
の

保
険
料
で
賄
っ
て
い
ま
す
。

︿
歳
出
﹀

　
居
宅
サ
ー
ビ
ス
費
と
施
設
サ
ー
ビ
ス
費
が
、
全

体
の
９
割
以
上
を
占
め
て
い
ま
す
。

●
65
歳
以
上
の
人︵
第
１
号
被
保
険
者
︶

　
所
得
に
応
じ
て
８
段
階
に
設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

65
歳
の
誕
生
日
の
前
日
の
属
す
る
月
か
ら
対
象
に

な
り
ま
す
。

※
年
金
額
が
、
年
18
万
円
以
上
の
場
合
は
、
年
金

か
ら
差
し
引
き
ま
す（
特
別
徴
収
）。

※
納
付
書
で
納
め
る
人（
普
通
徴
収
）は
、
７
月
～

翌
年
２
月
の
８
回
で
支
払
い
ま
す
。
納
め
忘
れ
な

ど
を
防
ぐ
た
め
、
便
利
で
確
実
な
口
座
振
替
を
勧

め
て
い
ま
す
。

●
40
歳
～
64
歳
の
人︵
第
２
号
被
保
険
者
︶

　
所
得
割
、
資
産
割
、
均
等
割
、
平
等
割
を
組
み

合
わ
せ
て
計
算
し
ま
す
。

※
職
場
の
健
康
保
険
な
ど
に
加
入
し
て
い
る
場
合

は
、
医
療
保
険
の
保
険
料
の
一
部
と
し
て
徴
収
し

ま
す
。

　
滞
納
期
間
に
応
じ
て
、
次
の
よ
う
な
措
置
を
取

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

▼
１
年
以
上
の
滞
納

　
費
用
の
全
額
を
い
っ
た
ん
利
用
者
が
負
担
し
、

申
請
に
よ
り
、
後
で
９
割
が
支
払
わ
れ
ま
す
。

▼
１
年
６
カ
月
以
上
の
滞
納

　
給
付
の
一
部
ま
た
は
全
部
が
、
一
時
的
に
差
し

止
め
に
な
り
ま
す
。

▼
２
年
以
上
の
滞
納

　
利
用
者
負
担
が
１
割
か
ら
３
割
に
引
き
上
げ
ら

れ
た
り
、
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス
費
な
ど
が
受
け
ら

れ
な
く
な
っ
た
り
し
ま
す
。

 

平
成
23
年
度
の
決
算
状
況

施設サービス費 
31億8,201万円 居宅サービス費 

42億7,034万円
施設サービス費 
31億8,201万円 居宅サービス費 

42億7,034万円

その他 
2億322万円

地域支援事業費 
1億7,339万円

高額介護サービス費 
1億5,036万円
特定入居者介護
サービス費 
2億4,147
万円

歳出
82億

2,079万円

国の負担金 
19億6,845万円

65歳以上の
人の保険料 
13億1,483万円

40歳～64歳の
人の保険料 
23億6,578万円

県の負担金 
12億229万円

国の負担金 
19億6,845万円

繰入金・その他 1億7,455万円
繰越金 
1,866万円

65歳以上の
人の保険料 
13億1,483万円

40歳～64歳の
人の保険料 
23億6,578万円

市の負担金 
11億7,623万円

県の負担金 
12億229万円

歳入
82億

2,079万円

●住宅改修
内�　容　要介護認定を受けた人が行う住宅
改修に対し、20万円を限度に、工事費の
９割を支給
※事前の申請が必要です。必ず工事前に、
高齢者福祉課、高齢者相談センター、また
は居宅介護支援事業所に相談してください。
対　象　次のいずれかの工事
　①手すりの取り付け　　②段差の解消
　③�床などの材料の変更（滑り防止など）
　④扉の取り替え（引き戸にするなど）
　⑤洋式便器への取り替え
　⑥①～⑤に伴い必要となる工事

●福祉用具の購入
内�　容　要介護認定を受けた人が、福祉用
具を購入する際、１年間（４月～翌年３月）
に10万円を限度に、購入費の９割を支給
対　象　次のいずれかの福祉用具
　①腰掛け便座　　　②入浴補助用具
　③自動排せつ処理装置の交換可能部品　
　④簡易浴槽
　⑤移動用リフトのつり具の部分
※県指定の販売店で購入した場合に限る。

住宅改修や福祉用具の購入は
介護保険の対象になります

65
歳
以
上
の
人
口
と

要
支
援・要
介
護
認
定
者
数
の
推
移

伸
び
続
け
る
高
齢
化
率
と
認
定
者
数

介
護
保
険
給
付
費
の
推
移

自
宅
で
介
護
を
受
け
る
費
用
が
増
加

　
３
月
31
日
現
在
、
65
歳
以
上
の
人
口
は
２
８
，７
５
４
人
で
、
高
齢
化
率
は
28・92
％
で

す
。（
図
１
）

　
ま
た
、
要
支
援・要
介
護
認
定
者
数
は
６
，０
７
９
人
で
す
。（
図
２
）

　
　
自
宅
で
訪
問
介
護
な
ど
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
居
宅

サ
ー
ビ
ス
費
は
、
制
度
が
始
ま
っ
た
平
成
12
年
度
に
比
べ

約
３・１
倍
に
増
加
し
ま
し
た
。

　
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
な
ど
の
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

は
、
施
設
で
提
供
さ
れ
る
食
費
な
ど
が
自
己
負
担

に
な
っ
た
た
め
、
平
成
17
年
度
か
ら
減
少
傾
向

に
あ
り
ま
す
。（
図
３
）

24,000

26,000

28,000
65歳以上の人口

平成24年平成23年平成22年平成21年平成20年平成16年平成13年

22

24
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高齢化率

24,983人
26,051人

27,532人 27,819人 28,209人 28,207人
28,754人

24,983人

（人） （%）

23.43%

24.81%

26,051人

26.78%

27,532人
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27.89%
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28.11%
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1,000

3,000

5,000

平成24年平成23年平成22年平成21年平成20年平成16年平成13年

要支援１

要支援２

要支援

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

3,130人

（人）

4,369人
5,141人 5,279人

5,534人 5,765人
6,079人

〜〜 〜〜

10億円

30億円

50億円

70億円

平
成
23
年
度

平
成
22
年
度

平
成
21
年
度

平
成
20
年
度

平
成
17
年
度

平
成
15
年
度

平
成
13
年
度

平
成
12
年
度

その他施設サービス費居宅サービス費

42億
3,692
万円

48億
3,615
万円

58億
4,645
万円

60億
8,660
万円

65億
7,896
万円

70億
6,141
万円

74億
8,032
万円

78億
5,471
万円

介護保険
制度の開
始

〜〜〜〜〜〜

図１　65歳以上の人口と高齢化率の推移

図２　要支援・要介護認定者数の推移

図３　介護保険給付費の推移

あ
な
た
の
保
険
料
は
？

介
護
保
険
料
を
納
め
な
い
で
い
る
と

問
高
齢
者
福
祉
課︵
市
役
所
本
庁
１
階
︶

　
☎
０
８
４
８・67・６
２
４
０

介護保険だより


